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三 重 県
Mie Prefecture１ 過疎地での移動手段・暮らしの現状

【１】人口動態
人口減少↓  高齢化率↑ ⇒ 特に過疎地 顕著

【２】移動手段
車への依存度 高い
しかし・・・
免許返納等、運転できない人 多い

【３】公共交通
バス等の公共交通 乏しい
しかし・・・
運営が厳しく、廃線へ

《課題１》自由な移動ができない
3

地域公共交通の深刻な経営環境

出典）近畿経済産業局資料

出典)国土交通省資料

出典）近畿経済産業局資料



三 重 県
Mie Prefecture１ 過疎地での移動手段・暮らしの現状

自由な移動ができないと・・・

《課題２》
暮らしを支えるサービス拠点 消滅

4
出典)国土交通省資料

自動車運転を断念後の移動手段の変化(75歳以上)
→約５割が外出頻度が減少

サービス拠点の維持 ⇒ 一定の利用者 必要

しかし、自由な移動ができないと・・・
①買い物・通院等 不便に
②外出する機会や頻度 減る

↓
サービス拠点の活用頻度 減る
⇒ 暮らしを支える様々な生活サービス拠点も

徐々に減少し、消滅へ
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Mie Prefecture２ これまでの様々な取り組み

【１】都市部（市街地～郊外）
「コンパクト プラス ネットワーク」

市街地：拡大抑制 → コンパクトなまちづくりへ

郊外 ：居住誘導 → 公共交通の沿線へ
【２】中山間地域
「集落点在、公共交通不足」
・移動手段

集落間 コミュニティバスで連携強化

・生活サービス(暮らしの拠点)
廃校舎や旧役場、道の駅の活用

出典)国土交通省資料
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三 重 県
Mie Prefecture２ これまでの様々な取り組み

《１》三重県の取組状況（所管：三重県 地域連携部）

・各地域における移動手段の確保 →  「市町の取組」を支援
・県は、市町が検討・実施する高齢者等の移動手段確保策へ支援(経費補助等)

出典)県地域連携部資料



三 重 県
Mie Prefecture２ これまでの様々な取り組み
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《２》県内の市町の取組状況
・地域毎で抱える課題は多種多様 → 独自に様々な交通政策を検討・実証実験・導入
・コミュニティバス、デマンドタクシー、次世代モビリティ、福祉分野等との連携など、様々な取組を

市町が実施中 (以下は県が経費補助した新規事業の一例を掲載)

地域の移動手段確保 → 市町の地域公共交通会議等で検討

しかし・・・交通政策(ソフト面)だけではなく、
交通施策の実現・継続に必要不可欠な「道路分野
(ハード面)」からもアプローチできないか・・・

<現状・課題>
大山田地域は、高齢化や今後のバスの運転士不足な

どの課題を抱え、生活路線の維持が必要である状況。
<取組内容>

高齢化等への対応として、自動運転バス導入に向け
た実証実験の実施。

桑名市次世代モビリティ推進事業（桑名市）
〔次世代モビリティ等活用〕

<現状・課題>
人口減少・高齢化による移動の減少や運転士不足に

より公共交通の維持が困難になることが懸念。
<取組内容>

近鉄四日市駅－ＪＲ四日市駅間における自動運転車
両を活用した実証実験。移動手段として最適なモビリ
ティを検討する。

まちなかの次世代モビリティ実証実験（四日市市）
〔次世代モビリティ等の活用〕

<現状・課題>
町内にタクシー事業者がないため、町が運行主

体となり、公用車(軽自動車)を使用してドアツー
ドアのデマンド運送を実施している状況。
<取組内容>

現状に加え、ＡＩ配車システムを導入すること
により、効率的な運行の実現と将来的な運行数の
増加に対応。

紀北町新交通システム実証事業（紀北町）
〔次世代モビリティ等活用、福祉分野等との連携〕

<現状・課題>
高齢化が進み、高齢者の買い物など日常生活におけ

る移動手段、児童のスクールバスがない状況。
<取組内容>

バス停から遠く離れ、バスの乗入ができない道路狭
隘地区での運行を実施することで高齢者、児童などの
移動手段を確保する。

南伊勢町町営バス大方竈線実証事業（南伊勢町）
〔福祉分野等との連携〕

出典)県地域連携部資料



三 重 県
Mie Prefecture３ 道路分野からのアプローチ
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「道路」や「道路空間・施設」を活用した新たな取り組み(国土交通省)

【１】移動手段 ：公共交通がない・運転できる人がいない
→「自動運転」促進(に向けた道路の活用)

【２】暮らしの拠点：買い物、病院、役場が統合・なくなる
→「生活拠点」確保(に向けた道の駅の活用)

出典)国土交通省資料



三 重 県
Mie Prefecture３ 道路分野からのアプローチ

【1】移動手段：「自動運転」とは・・・
①自家用車(オーナー・カー)、②バス・タクシー等(サービス・カー) → 民間企業・行政技術開発中

レベル４
2025年：全国 40箇所
2030年：全国100箇所

時期：非公表
（2030年代？）

②バス・タクシー等(サービス・カー)のイメージ

9出典)国土交通省資料



三 重 県
Mie Prefecture３ 道路分野からのアプローチ

・運行ルート上の「道路」に「電磁誘導線」を敷設
・電磁誘導線を道路附属物と位置付け可能(R2.5道路法改正)

【1】移動手段：中山間地域で実験中の「自動運転」(国土交通省)

10

出典)国土交通省資料
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三 重 県
Mie Prefecture３ 道路分野からのアプローチ

道路沿いに立地する休憩施設
・道路利用者：「休憩機能」「情報発信機能」
・地域活性化：「地域の連携機能」

全国各地の道路沿い 約1,200箇所
（三重県内には18箇所）

出典)国土交通省HP
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【2】生活サービス拠点：「道の駅」とは・・・・・



Mie Prefecture３ 道路分野からのアプローチ

【2】生活サービス拠点：「道の駅」とは・・・

全国の道の駅 約1,200箇所(R4.8)

（１）その内、約８割が中山間地域の市町村に設置(876箇所(H29.4))

（２）道の駅 近郊には「病院・役場」がある(約４割)

（３）道の駅 には「バス停」がある(約４割)
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出典)国土交通省資料

「道の駅」の立地状況や周辺環境
→中山間地域のサービス拠点 可能性：大

※中山間地域とは・・・
・全国の市町村の約７割が該当
・田・畑面積の５割以上が平地でない、

林野率75%等に該当する市町



三 重 県
Mie Prefecture４ 「道路」の新たな活用策

自動運転＋道の駅 全国各地で実証実験 実施中(国土交通省)

・全国１８地区 実証実験
・その内 ４地区 実装開始（三重県近郊：滋賀県東近江市 R3.4～）

滋賀県東近江市の実装状況

13

出典)国土交通省資料



三 重 県
Mie Prefecture４ 「道路」の新たな活用策

実証実験の概要（滋賀県東近江市奥永源寺地域）

①高齢化率：５６％（地域住民 約300人）
②目的 ：気軽に移動できる環境実現 (集落 ⇔ 道の駅)《右図》
③道の駅 ：飲食店、売店、産地直売所、観光案内施設

診療所、市役所の出張所、コミュニティサロン
④走行内容：片道約2.2km、バス停６箇所
⑤料金 ：150円/回、1000円/月(定期券)

【現在の公共交通状況】
・集落間をコミュニティバスでつなぐ
・４～５便/日程度 → 気軽に移動できない

14出典)東近江市資料

【将来の方向性】
・集落毎に自動運転車を配備
・地域で自動運転車を運用

→気軽な移動が可能に
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三 重 県
Mie Prefecture４ 「道路」の新たな活用策

電磁誘導線の上を走行

運行状況：
道の駅の管理室で常時監視

自動運転レベル：２
概ね、自動運転
一部区間や緊急時のみ
運転手が操作

乗車定員：６人
最高速度：19km/h

現在の実装状況（滋賀県東近江市奥永源寺地域）
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三 重 県
Mie Prefecture４ 「道路」の新たな活用策

１．実証実験の結果（滋賀県東近江市奥永源寺地域）

《１》成果
・１年間 約2,000人が利用（内、約９割が観光目的）
・観光客を呼び込む副次的な効果が発生
・他の地域から施策導入の要望あり

《２》課題
・採算性の確保（収入＜ 費用 ）
・持続可能性（運行管理・施設管理 → 誰が管理するのか）
・地域住民の利用促進（自家用車あり、運行日数・本数が少ない）

２．全国各地で得られた主な課題
【１】自動運転 → 費用・技術面での課題：大

・初期費用）車両調達、電磁誘導線、標識・路面標示など
・維持費用）外部委託費、車両・システム管理、運転手確保、電磁誘導線維持費など
・専用空間）一般交通と混在：歩行者 路上駐車を障害物と検知し走行停止
・走行空間）道路脇の雑草や積雪による走行幅の減少を検知し走行停止

【２】道の駅 → 生活サービス拠点の整備 課題：大
・整備費用）生活サービス拠点(診療所、役場等)を集約した道の駅はまだまだ少ない
・地域計画）道の駅への拠点整備の主体は市町 将来の地域像を見据えた整備計画必要



４ 「道路」の新たな活用策 三 重 県
Mie Prefecture

道路の新たな活用に向けて・・・
①自動運転の促進 → 道路への電磁誘導線の整備 ⇒ 自動運転ネットワークの検討

→ 自動運転の専用空間の整備 ⇒ 交通量の予測、停車空間の整備
②生活サービス拠点の確保 → 道の駅の活用 ⇒ 市町の交通・地域政策との連携
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他分野連携 ＆ 新たな発想 ＆ 道路技術者
⇒みんなで「道路」の新たな活用策を検討

点・線「×」 、 面「〇」
出典)国土交通省資料(一部加工)

道の駅
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過疎化が進む中山間地域
↓

高齢者の移動手段・暮らしの拠点
確保困難

暮らしの拠点 × 道の駅
自動運転 × 専用レーン … etc

課題解決のために
「道路」を

うまく活用できないか？


